
【【海海事事関関係係公公益益活活動動支支援援事事業業】】    
  
（（１１））概概況況  

海事関係公益活動支援事業は、補助金の交付を通じて、海事関係事業の

総合的発展を図るというセンター機能を果たすための重要なツールであり、

その効果的・効率的な使用は不可欠であるため、引き続き、新燃料導入、

自動運航船の開発、洋上風力発電の推進など海事分野の新しい動きへの的

確な対応に加え、既存の事業においても、SNS やデジタルの活用など事業
手法の今日的な見直しを行い、事業効果を一層高めるべく、補助団体を中

心として連携強化の積極的促進など補助金の内容について、不断の見直し

を行った。 
特に、海事広報について、補助金交付団体の連携の強化を図るため、国

土交通省海事局において、「海事人材の養成・就業機会の拡大に向けた情報

発信等の取り組み」が開始されたことから、これに積極的に参加し取り組む

よう補助金交付団体に働きかけを行った。 
  
上記の結果、令和７年度については、海事関係公益諸団体による海事法

制、海事労働、航行安全、海事思想の普及及び水先人養成等の公益活動に

対し、17 団体合計 1,262,475 千円（令和 6 年度 18 団体 1,263,175 千円）
の資金面の支援を行った。 
  
なお、海事関係公益活動支援事業については、（一社）日本船主協会及び

日本水先人会連合会からの寄附金を原資として、公募制により、海事公益

事業補助審査委員会の選考を経て実施した。 
 
対対象象団団体体  

   （公財）日本船員雇用促進センター 
   （公財）海技教育財団 
    船員災害防止協会 
   （一財）海技振興センター 
   （公社）日本海難防止協会 
   （公財）日本海事広報協会 
   （公社）日本海洋少年団連盟 

（公財）日本海法会 
（公社）東京湾海難防止協会 

   （公社）神戸海難防止研究会 
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   （公社）西部海難防止協会 
   （公社）伊勢湾海難防止協会 
   （公社）日本海海難防止協会 
   （公社）瀬戸内海海上安全協会 
   （公社）日本水難救済会 
   （公財）海難審判・船舶事故調査協会 
   （公財）海上保安協会 

 
（（２２））第第 3333回回・・第第 3344回回海海事事公公益益事事業業補補助助審審査査委委員員会会  
〇第 33回海事公益事業補助審査委員会 令和 7年 9月 22日 
令和 8年度海事公益事業支援計画（補助金交付額）決定までのスケジュー
ルについて審議され、了承された。 
また、令和 8年度（公財）日本海事センター補助金交付募集要項について
審議され、了承された。 

    
〇第 34回海事公益事業補助審査委員会 令和 8年 2月 17日 
令和 8年度海事公益事業支援について審議され、了承された。 
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（（単単位位：：千千円円））

3333,,442222                        

船船員員計計画画雇雇用用促促進進支支援援事事業業（（別別途途、、国国庫庫補補助助事事業業有有りり））
    支支給給区区分分のの見見直直しし（（年年齢齢のの区区分分のの見見直直しし、、司司厨厨員員のの支支給給対対象象年年齢齢のの拡拡充充））

開開発発途途上上国国船船員員養養成成事事業業（（別別途途、、国国庫庫補補助助事事業業有有りり））

5500,,000000                        

海海技技教教育育支支援援事事業業　　      

　　学学生生等等募募集集支支援援事事業業：：
　　・・海海技技教教育育機機関関のの広広報報担担当当者者育育成成研研修修
　　・・進進学学情情報報ｻｻｲｲﾄﾄ活活用用事事業業((利利用用すするる進進学学情情報報ササイイトトをを一一つつにに絞絞りり、、内内容容
        をを充充実実強強化化））
    ・・SSNNSSをを活活用用ししたた海海技技教教育育機機関関のの認認知知拡拡大大事事業業（（最最新新ののｿｿｰーｼｼｬｬﾙﾙﾒﾒﾃﾃﾞ゙ｨｨｱｱ拡拡散散戦戦略略
        をを採採用用しし、、海海上上技技術術短短期期大大学学校校等等のの実実習習、、生生活活等等ののｼｼｮｮｰーﾄﾄﾑﾑｰーﾋﾋﾞ゙ｰー等等ののココンンテテ
        ンンツツをを制制作作））

　　教教育育内内容容のの充充実実促促進進事事業業：：
　　・・船船員員教教育育・・訓訓練練機機関関とと内内航航業業界界ととのの意意見見交交換換
　　・・海海技技教教育育にに係係るるデデジジタタルル教教材材のの制制作作・・提提供供（（中中期期整整備備計計画画にに基基づづきき
        機機関関系系のの主主機機及及びび航航海海系系のの船船体体構構造造ののデデジジタタルル教教材材のの制制作作））

　　海海技技教教育育機機関関支支援援事事業業：：
　　　　就就職職促促進進支支援援((運運輸輸局局主主催催「「海海技技者者セセミミナナーー」」参参加加学学生生へへのの支支援援))

学学生生等等奨奨学学金金貸貸与与等等事事業業

　　給給付付奨奨学学金金事事業業：：海海上上技技術術短短期期大大学学校校学学生生対対象象（（低低所所得得者者世世帯帯のの学学生生をを
　　　　　　　　　　　　　　　　　　対対象象ととししたた給給付付奨奨学学金金のの奨奨学学金金額額のの増増額額、、支支給給年年数数をを
　　　　　　　　　　　　　　　　　　１１年年かからら２２年年にに））

　　奨奨学学制制度度維維持持等等事事業業：：電電算算処処理理シシスステテムム改改修修費費等等

　　表表彰彰事事業業：：人人物物・・成成績績優優秀秀者者表表彰彰金金、、式式典典出出席席旅旅費費

海海洋洋研研修修等等海海技技教教育育普普及及事事業業

　　海海洋洋研研修修事事業業：：「「海海王王丸丸」」国国内内体体験験航航海海・・海海洋洋教教室室参参加加者者傷傷害害保保険険料料
　　　　　　　　　　　　　　　　及及びび指指導導員員等等旅旅費費等等
　　海海技技教教育育普普及及事事業業：：練練習習船船見見学学会会等等支支援援事事業業((海海技技教教育育機機関関認認知知広広報報用用
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ﾘﾘｰーﾌﾌﾚﾚｯｯﾄﾄ印印刷刷費費、、見見学学者者傷傷害害保保険険料料等等))等等

4433,,776600                        

船船員員労労働働安安全全衛衛生生月月間間推推進進事事業業

広広報報（（機機関関誌誌・・HHPP））事事業業（（機機関関誌誌電電子子ブブッックク化化推推進進））

安安全全衛衛生生教教育育・・技技術術指指導導事事業業
・・知知床床海海難難事事故故をを受受けけたた安安全全対対策策のの一一環環ととししてて「「改改良良型型救救命命筏筏」」のの搭搭載載がが
　　義義務務づづけけらられれたたここととをを受受けけ生生存存対対策策訓訓練練のの実実施施内内容容等等をを調調査査
・・洋洋上上風風力力発発電電アアククセセスス船船((CCVVTT))にに乗乗船船すするる保保守守作作業業員員、、船船級級協協会会のの検検査査
　　をを行行うう職職員員等等、、船船員員以以外外のの職職員員にに対対すするる生生存存対対策策講講習習をを実実施施

船船舶舶料料理理士士登登録録試試験験事事業業

船船員員のの高高年年齢齢化化にに対対応応ししたた災災害害防防止止事事業業
・・高高年年齢齢船船員員のの心心身身機機能能のの低低下下にに対対応応すするるたためめ、、専専用用装装置置ででののリリアアルル
　　体体験験、、VVRRゴゴーーググルル着着用用ででのの訓訓練練をを実実施施

令令和和７７年年度度　　海海事事関関係係公公益益活活動動支支援援のの概概要要

法法人人名名 事事業業のの概概要要 補補助助金金交交付付額額

(( 公公 財財 )) 日日 本本 船船 員員
雇雇 用用 促促 進進 セセ ンン タタ ーー

船船員員確確保保ののたためめのの情情報報提提供供事事業業
・・地地方方運運輸輸局局主主催催「「海海技技者者セセミミナナーー」」、、海海上上自自衛衛隊隊海海事事セセミミナナーーににおおけけ
　　るる就就職職斡斡旋旋支支援援
・・船船員員確確保保ののたためめ、、児児童童養養護護施施設設のの生生徒徒、、進進路路指指導導員員にに対対ししてて、、船船員員のの
　　資資格格取取得得、、奨奨学学金金制制度度等等就就業業にに関関すするる業業界界のの支支援援体体制制をを中中心心にに説説明明会会
　　をを開開催催
・・船船社社紹紹介介動動画画、、船船内内動動画画（（船船室室・・食食事事風風景景等等））等等をを作作成成しし、、ホホーームム
　　ペペーージジやや他他団団体体のの媒媒体体をを活活用用ししてて情情報報提提供供

((公公財財 ))海海技技教教育育 財財団団

船船 員員 災災 害害 防防 止止 協協 会会

- 773 -



法法人人名名 事事業業のの概概要要 補補助助金金交交付付額額

2244,,006600                        

海海技技関関係係ののIIMMOO等等国国際際的的動動向向のの情情報報収収集集及及びび連連絡絡調調整整にに関関すするる調調査査研研究究

水水先先（（船船舶舶交交通通のの安安全全等等））調調査査研研究究
  ・・水水先先人人のの人人材材確確保保・・育育成成等等にに関関すするる検検討討会会のの運運営営
  ・・在在来来船船及及びび自自動動運運航航船船ににおおけけるる遠遠隔隔水水先先にによよるる水水先先業業務務のの在在りり方方にに関関
　　  すするる調調査査

水水先先人人養養成成支支援援事事業業 990000,,000000                      

3311,,000000                        

国国際際情情報報収収集集活活動動事事業業（（ロロンンドドンン連連絡絡事事務務所所））（（日日本本財財団団））

海海難難防防止止等等調調査査研研究究団団体体連連絡絡調調整整事事業業

船船舶舶交交通通とと漁漁業業操操業業にに関関すするる問問題題調調査査
　　商商船船航航行行図図、、漁漁業業操操業業図図のの検検索索手手法法のの改改善善、、漁漁業業操操業業にに関関すするる水水中中ドドロローーンン、、
    空空中中ドドロローーンン等等をを活活用用しし漁漁具具とと漁漁船船のの状状況況提提供供

入入出出港港等等航航行行援援助助業業務務にに関関すするる調調査査
　　ココンンテテナナ船船のの大大型型化化にに伴伴いい、、狭狭隘隘なな水水域域ででののタタググボボーートト放放水水流流がが曳曳引引
　　力力にに及及ぼぼすす影影響響をを調調査査しし、、タタググボボーートト操操船船支支援援ののあありり方方をを調調査査

港港湾湾計計画画のの調調査査検検討討

海海事事のの国国際際的的動動向向にに関関すするる調調査査研研究究（（日日本本財財団団））

洋洋上上風風力力発発電電事事業業にに係係るる安安全全対対策策検検討討
　　浮浮体体式式洋洋上上風風力力発発電電にに対対応応すするる航航行行安安全全対対策策ガガイイドドブブッックク改改定定

7711,,000000                        

海海事事知知識識啓啓発発事事業業

　　船船ととのの出出会会いい総総合合事事業業（（幼幼少少期期かからら海海事事にに対対すするる関関心心をを高高めめるる体体験験学学習習等等））
    　　・・海海事事分分野野ののｶｶｰーﾎﾎﾞ゙ﾝﾝﾆﾆｭｭｰーﾄﾄﾗﾗﾙﾙのの推推進進状状況況のの周周知知強強化化〈〈小小・・中中学学生生〉〉
　　　　・・海海事事人人材材のの育育成成・・確確保保にに向向けけたた環環境境整整備備のの強強化化をを目目指指すす体体験験ﾌﾌﾟ゚ﾛﾛｸｸﾞ゙ﾗﾗﾑﾑ
　　　　　　をを実実施施〈〈小小・・中中・・高高校校生生〉〉
　　　　・・海海技技教教育育財財団団とと「「海海王王丸丸」」をを活活用用ししたた海海洋洋教教室室及及びび体体験験航航海海をを共共催催
　　　　　　〈〈全全年年代代〉〉

　　ジジュュニニアア・・シシッッピピンンググ・・ジジャャーーナナリリスストト賞賞〈〈小小・・中中・・高高校校生生〉〉

　　海海洋洋教教育育普普及及事事業業（（海海事事産産業業へへのの認認知知度度向向上上をを図図るるたためめのの教教育育））
    　　・・海海のの仕仕事事へへののパパススポポーートト((海海のの仕仕事事にに係係るるｾｾﾐﾐﾅﾅｰーをを実実施施))（（小小・・中中学学生生〉〉
　　　　・・海海事事産産業業施施設設等等現現場場見見学学会会、、講講習習会会をを実実施施〈〈教教育育関関係係者者〉〉
　　　　・・YYoouuTTuubbeerrにによよるる海海事事教教育育動動画画のの展展開開〈〈小小学学生生〉〉
　　　　・・放放課課後後子子どどもも教教室室」」ににおおけけるる「「海海洋洋教教室室」」をを開開催催〈〈小小学学生生〉〉
　　　　・・教教育育委委員員会会主主催催のの生生涯涯学学習習ﾌﾌﾟ゚ﾛﾛｸｸﾞ゙ﾗﾗﾑﾑににおおいいてて親親子子海海洋洋教教室室をを開開催催
　　　　　　〈〈小小学学生生・・親親〉〉
　　　　・・デデジジタタルル教教科科書書のの導導入入にに合合わわせせ、、児児童童用用テテキキスストトををデデジジタタルル化化しし公公開開
　　　　　　〈〈教教育育関関係係者者〉〉
　　　　・・教教育育関関係係者者かかららななるる委委員員会会ででのの海海洋洋教教育育普普及及事事業業のの検検討討〈〈教教育育関関係係者者〉〉

　　海海事事広広報報資資料料のの制制作作・・配配布布
　　　　・・「「SSHHIIPPPPIINNGG  NNOOWW  日日本本のの海海運運」」制制作作
　　　　・・「「海海事事関関係係団団体体ココンンテテンンツツガガイイドド」」のの掲掲載載団団体体をを拡拡大大、、デデジジタタルル
　　　　　　化化ののううええ、、海海事事関関係係、、教教育育現現場場等等へへのの周周知知活活動動をを強強化化

((一一財財 ))海海技技振振興興セセンンタターー

船船舶舶航航行行のの安安全全確確保保及及びび船船員員のの知知識識・・技技能能のの向向上上にに関関すするる調調査査研研究究

  ・・自自動動運運航航船船のの船船員員及及びび陸陸上上遠遠隔隔操操縦縦者者にに必必要要なな知知識識・・訓訓練練要要件件のの検検討討

  ・・ｱｱﾝﾝﾓﾓﾆﾆｱｱ・・水水素素燃燃料料船船のの船船員員にに必必要要なな知知識識・・訓訓練練要要件件のの検検討討

  ・・SSTTCCWW条条約約のの包包括括的的見見直直ししにに対対応応ししたた海海技技者者のの知知識識・・訓訓練練要要件件のの検検討討（（新新たたなな

      技技術術革革新新にに対対応応ししたた優優秀秀なな海海技技者者確確保保））

  ・・海海技技振振興興フフォォーーララムムのの開開催催

((公公財財))日日本本海海事事広広報報協協会会

((公公社社))日日本本海海難難防防止止協協会会
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法法人人名名 事事業業のの概概要要 補補助助金金交交付付額額

海海のの日日・・海海のの月月間間広広報報事事業業

　　海海のの日日・・海海のの月月間間関関連連行行事事広広報報費費用用
　　・・官官民民がが実実施施すするるｲｲﾍﾍﾞ゙ﾝﾝﾄﾄ情情報報をを集集約約しし発発信信すするるととととももにに、、SSNNSS及及びび新新聞聞
　　　　等等ののﾒﾒﾃﾃﾞ゙ｨｨｱｱをを活活用用ししたたｷｷｬｬﾝﾝﾍﾍﾟ゚ｰーﾝﾝのの展展開開
    ・・3300回回目目をを迎迎ええるる「「海海のの日日」」のの周周知知活活動動ををXXややIInnssttaaggrraammななどどののSSNNSSをを
　　　　連連携携ささせせ若若年年層層にに向向けけたたPPRRをを実実施施
　　・・ううみみののフフォォトトココンンテテスストト

3322,,000000                        

我我らら海海のの子子展展事事業業
　　中中学学生生以以下下をを対対象象にに海海ををテテーーママととししたた絵絵画画募募集集、、表表彰彰、、絵絵画画展展等等

団団員員のの表表彰彰
　　褒褒状状山山縣縣賞賞、、団団独独自自のの表表彰彰のの他他、、新新たたにに運運輸輸局局長長表表彰彰、、褒褒章章等等にに申申請請

運運動動のの広広報報
　　機機関関紙紙発発行行、、ﾊﾊﾟ゚ﾝﾝﾌﾌﾚﾚｯｯﾄﾄ作作成成、、HHPPややSSNNSSをを活活用用ししたた情情報報発発信信をを強強化化    等等

運運動動のの拡拡充充
　　新新団団・・新新入入団団員員助助成成、、活活動動器器材材のの整整備備・・修修繕繕等等、、新新たたなな分分野野ででのの支支援援
　　団団体体のの獲獲得得をを推推進進

運運動動のの推推進進
　　地地区区連連業業務務・・地地区区大大会会助助成成、、ﾁﾁｬｬﾚﾚﾝﾝｼｼﾞ゙事事業業助助成成、、事事務務局局長長会会議議開開催催等等

運運動動のの強強化化・・活活性性化化
・・指指導導者者研研修修、、卒卒団団員員のの継継続続的的なな活活動動をを担担保保すするるたためめのの準準指指導導者者研研修修
・・船船員員教教育育機機関関、、自自治治体体、、海海事事関関係係団団体体等等ののイイベベンントトにに積積極極的的にに参参加加しし、、
　　SSNNSSをを活活用用ししてて活活動動をを拡拡散散
・・卒卒団団者者のの海海事事関関係係業業界界へへのの就就職職のの実実態態把把握握、、公公表表

環環境境教教育育・・地地域域貢貢献献

全全国国大大会会事事業業
    令令和和６６年年度度よよりり持持続続可可能能なな分分離離分分散散型型のの開開催催。。令令和和６６年年度度はは中中央央式式典典
　　をを開開催催、、
　　７７年年度度はは地地域域競競技技会会をを開開催催。。
国国際際交交流流事事業業
　　国国際際海海洋洋少少年年団団協協会会年年次次総総会会をを議議長長国国ととししてて主主催催

1177,,228855                        

万万国国海海法法会会国国際際会会議議をを東東京京でで開開催催

国国際際的的海海法法のの調調査査研研究究

・・自自動動運運航航船船ににかかかかるる法法律律問問題題、、譲譲渡渡可可能能複複合合運運送送貨貨物物証証券券にに関関すするる検検討討　　等等

99,,885588                            

海海のの安安全全運運動動のの推推進進

京京浜浜港港、、横横須須賀賀港港ににおおけけるる地地震震・・津津波波対対策策
・・京京浜浜港港（（横横浜浜区区・・川川崎崎区区））、、横横須須賀賀港港ににおおけけるる地地震震、、津津波波対対策策のの
　　ママニニュュアアルルのの改改定定、、講講習習会会のの実実施施

1111,,220044                        

海海難難防防止止強強調調運運動動、、講講習習会会、、広広報報活活動動

南南海海トトララフフ地地震震臨臨時時情情報報発発表表時時ににおおけけるる対対応応状状況況のの検検証証とと課課題題にに関関すするる調調査査研研究究

大大阪阪湾湾新新島島周周辺辺海海域域のの新新たたなな船船舶舶交交通通環環境境にに関関すするる調調査査研研究究

　　 1100,,118855                        

西西日日本本海海難難防防止止強強調調運運動動推推進進連連絡絡会会議議等等のの開開催催、、
海海難難防防止止啓啓蒙蒙活活動動、、西西海海防防セセミミナナーー開開催催、、会会報報発発行行

沖沖縄縄県県周周辺辺海海域域ににおおけけるる船船舶舶海海難難のの分分析析とと防防止止にに関関すするる調調査査研研究究

((公公社社))東東京京湾湾海海難難防防止止協協会会

((公公社社))神神戸戸海海難難防防止止研研究究会会

((公公社社))日日本本海海洋洋少少年年団団連連盟盟

(( 公公 財財 )) 日日 本本 海海 法法 会会

((公公社社 ))西西部部海海難難防防止止協協会会
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法法人人名名 事事業業のの概概要要 補補助助金金交交付付額額

88,,663333                            

海海難難防防止止強強調調運運動動、、会会報報等等作作成成配配布布

伊伊勢勢湾湾浮浮標標のの移移設設にに伴伴うう外外国国船船舶舶のの航航行行安安全全対対策策にに関関すするる調調査査研研究究
（（伊伊勢勢湾湾・・三三河河湾湾海海上上交交通通安安全全情情報報図図のの作作成成））

88,,558855                            

海海難難防防止止強強調調運運動動、、会会報報発発行行等等

新新潟潟港港ににおおけけるる洋洋上上風風力力発発電電施施設設建建設設等等にに伴伴うう船船舶舶交交通通安安全全対対策策にに
関関すするる調調査査研研究究

11,,330000                            

海海上上交交通通安安全全調調査査研研究究事事業業
・・備備讃讃瀬瀬戸戸海海域域ののここまませせ網網漁漁業業操操業業にに関関すするる調調査査をを実実施施しし、、ｺｺﾏﾏｾｾﾌﾌﾞ゙ｯｯｸｸﾚﾚｯｯﾄﾄ
　　をを作作成成ののううええ関関係係者者にに周周知知

33,,000000                            

洋洋上上救救急急事事業業
・・洋洋上上のの傷傷病病者者のの救救助助、、医医師師等等のの洋洋上上救救急急訓訓練練をを実実施施

55,,118833                            

海海難難審審判判等等相相談談事事業業
・・新新たたにに事事故故調調査査、、海海難難審審判判のの流流れれをを動動画画配配信信

船船舶舶事事故故事事例例調調査査研研究究事事業業
・・令令和和７７年年度度はは小小型型船船舶舶のの事事故故分分析析をを実実施施

22,,000000                            

海海上上保保安安庁庁音音楽楽隊隊演演奏奏会会活活動動へへのの協協力力・・海海上上保保安安活活動動のの啓啓発発
イインンタターーネネッットトをを活活用用ししたた演演奏奏会会ののラライイブブ配配信信やや楽楽曲曲のの配配信信

（（1177団団体体））

11,,226622,,447755
合合計計

(( 公公 社社 )) 瀬瀬 戸戸 内内 海海
海海 上上 安安 全全 協協 会会

((公公社社))日日本本水水難難救救済済会会

(( 公公 財財 )) 海海 難難 審審 判判
・・ 船船 舶舶 事事 故故 調調 査査 協協 会会

((公公財財 ))海海上上保保安安 協協会会

((公公社社))日日本本海海海海難難防防止止協協会会

((公公社社))伊伊勢勢湾湾海海難難防防止止協協会会
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令令和和 77年年度度補補助助事事業業のの概概要要    
（（公公益益財財団団法法人人  日日本本船船員員雇雇用用促促進進セセンンタターー））  

 
 
１１．．船船員員計計画画雇雇用用促促進進支支援援事事業業    
次世代を担う内航船員の確保・育成を推進するため、新たに船員になろうとする者を計画的に

雇用・訓練する海運事業者に対し、船員計画雇用促進支援助成金を支給している。 
令和 7年度は、予算 152名分のところ、81社より 247名分の申請があったことから助成額を調
整して支給した。 

 
２２．．船船員員確確保保ののたためめのの情情報報提提供供事事業業  
若年船員の雇用促進や船員の確保ルートの多様化を図る国の取組を踏まえ、若者等に船員の仕

事・船内生活等を理解してもらえるよう、情報誌「船で働きませんか？」「Let’s Work on Ships」
を合わせて約 10,000部作成し、関係者への配布及び SECOJ Webサイトへの掲載など、あらゆる
機会と手段を通じて情報提供活動を行った。 
また、学生や学校教員からの要望を受け、船内の居室及び食事を紹介する動画を作成し、

SECOJ Webサイト内の特設ページ「リアル船内見学」及び YouTube公式チャンネル「船で働き
ませんか？」にて公開した。さらに、それらの Web コンテンツを手軽に利用していただくために、
各サイトの QRコードを記載した名刺サイズのカードを作成し、関係先に幅広く配布した。 

 

  
動画「リアル船内見学 船室・食事編」               動画での船内居室紹介 

   

情報誌「船で働きませんか？」「Let’s Work on Ships」           SECOJ QRカード  
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このほか令和 7年度は、国土交通省主催の海技者セミナーに 7回参加。情報提供の他、参加船社
及び来場者へのヒアリングを積極的に行い、今後の情報提供の参考とした。 
また、全国3か所の海上自衛隊地方総監部における海事セミナー等に参加し、再就職を目指す海
上自衛官へ船員職業についての情報提供を行った。さらに、全国の児童養護施設に対し船員職業

に関する資料提供を行った。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

                  

 

 

 

 

               海技者セミナー神戸 SECOJブースの様子 
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令令和和７７年年度度補補助助事事業業のの概概要要  

（（公公益益財財団団法法人人  海海技技教教育育財財団団）） 

 

１１．．海海技技教教育育支支援援事事業業  

（（１１））SSNNSSをを活活用用ししたた海海技技教教育育機機関関のの認認知知拡拡大大（（ゆゆっっくくりり海海技技チチャャンンネネルル））  

海技教育機関の認知向上を図るため、YouTubeで子どもから大人まで人気のあるキャラ

クターを用い、海技教育機関の入試情報、校内練習船実習、奨学金情報等を分かりやすく

紹介する動画を新たに制作・公開した。これにより、若年層を中心とした海技教育への関

心喚起と、進路選択に必要な情報提供の強化を図った。 

https://www.youtube.com/channel/UCgZeW0-PKCQANa37lquwQmQ 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（（２２））進進学学情情報報ササイイトトのの活活用用とと広広報報活活動動のの強強化化  

海上技術短期大学校への志願者増加を目的として、進学情報ネット「スタディサプリ

進路」に、各校の情報を掲載した。利用する進学情報サイトを一つに絞ることで、掲載内

容の充実と情報発信の効率化を図った。 

また、海技教育機構傘下の各学校が作成するパンフレットや募集要項の改善に資する

ため、教職員を対象とした広報研修を実施し、効果的な広報手法の習得を促した。 
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【スタディサプリ進路（清水校）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

               【海上技術短大のパンレット】  

  

（（３３））海海技技教教育育にに係係るるデデジジタタルル教教材材のの制制作作  

ICT を活用した教育の質向上と効率化を目的として、授業や実習で活用できるデジタ

ル教材を制作した。熱交換器（プレート式）、２サイクルおよび４サイクルディーゼルエ

ンジン、プロペラや舵が船体に及ぼす作用などをアニメーション化し、構造や動きを視

覚的に理解できる学習効果の高い教材として整備した。 
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【熱交換器（プレート式）】      【4サイクルディーゼルエンジン】               

  

（（４４））内内航航船船員員教教育育関関係係者者ととのの連連携携強強化化、、海海技技教教育育機機関関支支援援  

国土交通省地方運輸局が主催する船員就職のための合同企業説明会・就職面接会「め

ざせ！海技者セミナー」への参加を支援するため、学生の移動に必要な貸切バスを提供

するなど、就職支援体制の強化等に取り組んだ。  

 

 

 

 

 

 

 

 

        【めざせ！海技者セミナー IN TOKYO】 

 

２２．．学学生生等等奨奨学学金金貸貸与与等等事事業業  

海技者を目指す優秀な学生が経済的理由により進学や修学を断念することがないよう、

給付型奨学金を支給した。また、海技教育機関の卒業時や乗船実習の修了時には、人物・学

業ともに優秀な学生に対して表彰状や記念品を授与し、学生の学習意欲向上と将来の海技

者育成を後押しした。 

 

 

 

 

  

 

 

揚投錨実習（波方校） 

卒業式での表彰状授与（弓削商船高専） 
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３３．．海海洋洋研研修修等等海海技技教教育育普普及及事事業業  

船員という仕事に興味や関心を持ってもらうため、財団が所有する帆船「海王丸」を活

用し海洋教室および国内体験航海を実施した。海洋教室は、小学４年生以上の児童等を対

象として東京港および神戸港で計 3 回開催し、椰子の実を用いた甲板磨きやロープワーク

など、船の仕事を体験的に学べる内容とした。 

国内体験航海は高校生以上を対象に、函館港～宮古港、宮古港～小樽港、小樽港～伏木

富山港、横浜港～神戸港、門司港～佐世保港、神戸港～東京港の各区間で計 6 回実施し、

航海当直やマスト登りなど、実際の船員業務に触れる機会を提供した。 

また、海技教育機構が実施する練習船見学会に参加する一般見学者向けに、見学用ヘル

メットを製作するとともに、参加者の傷害保険に加入するなど、安全確保のための支援を

行った。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

     【海洋教室（神戸港）】           【海洋教室（神戸港）】 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

【国内体験航海（神戸港～東京港）】     【国内体験航海（神戸港～東京港）】 
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令令和和７７年年度度補補助助事事業業のの概概要要  

（（船船員員災災害害防防止止協協会会））  

 

１１．．船船員員労労働働安安全全衛衛生生月月間間推推進進事事業業  

国土交通省及び水産庁が主唱する「船員労働安全衛生月間」（毎年 9月）において、安全衛生意

識の高揚・啓発を図るため、安全標語等（和文・英文）の公募・選定を行い、その実施要綱をまと

めた「実施のしおり」（12,500部）を作成し、全国の関係者に配布し周知を図っています。 

また、各地における「船員災害防止大会」の開催に際しては地方運輸局等と連携し、これら活動

状況については協会機関誌及びホームページ等を通じて海運・水産関係者に対して広く周知して

います。 

 
 
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
２２．．広広報報（（機機関関誌誌・・HHPP））事事業業  

国の船員労働安全衛生施策、協会の事業活動、船員災害防止に関する諸情報等を協会会員及び

海事関係者に広く周知し、船員災害防止活動の推進を図るため、機関誌「船員と災害防止」を発

行・配付(季刊・計 23,495部)しています。また、スマートフォンからも閲覧可能な Webサイトを

運用し、過去に発刊された機関誌もデジタルブック形式で公開（会員限定）しています。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

和文ポスター 

 

 
標語ポスター 

 
船員労働安全衛生月間しおり 

 
機関誌 494号表紙 

 
デジタルブック 

 
協会パンフレット 
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３３．．安安全全衛衛生生教教育育・・技技術術指指導導事事業業  

協会会員及びその船員、安全・衛生担当者を対象とした安全衛生教育の実施及び安全衛生に関

する技術指導ならびに援助活動として、全国の 11 支部及び 64 地区支部において、各地方運輸局

等と連携し、各種安全衛生講習(58回)、生存対策講習(９回)、訪船技術指導(516隻)、および本部

における相談の受付・指導・助言を実施しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

       生存対策講習会                安全衛生講習会 

 

４４．．船船舶舶料料理理士士登登録録試試験験事事業業  

「船員法」及び「船内における食料の支給を行う者に関する省令」に基づき、船舶料理士資格証

明書を取得するために必要な、船舶料理士登録試験（学科試験及び実技試験）を実施しました。 

※ 遠洋または近海を航行区域とする船舶又は第三種の従業制限を有する漁船で、総トン数 1000

トン以上の船舶のうち、航海中に船員に支給する食料の調理を船内で行う船舶で、船内におけ

る調理に関する業務を管理する地位に就く者は、船舶料理士資格証明書を受有している必要が

ある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

       船舶料理士登録試験（学科試験および実技試験） 
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５５．．船船員員のの衛衛生生問問題題にに関関すするる調調査査及及びび啓啓発発事事業業  

国土交通省の第 12次船員災害防止基本計画を踏まえ、船員の衛生・健康に関する「高年齢船員の

健康確保」、「メンタルヘルス確保・ハラスメント対策」及び「生活習慣病の予防（基礎編および応用

編）」の３課題について、主に医療関係者からなる検討委員会にて作成したテキスト等を活用し、対

面及びオンライン形式にて全国で講習会を開催しております。令和 7年度は 52箇所で開催し、1,200

名が受講しました。さらに、若年船員の育成が急務となっている現状を踏まえ、特に新人船員を対象

とした研修の実施に向け、検討を進めています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  船員のメンタルヘルスの確保とハラスメント対策講習（鹿児島市） 
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令令和和７７年年度度補補助助事事業業のの概概要要  

（（一一般般財財団団法法人人  海海技技振振興興セセンンタターー））  

１１．．水水先先人人養養成成支支援援事事業業  

  持続的で高質な水先サービスの確保に資するため、水先人養成支援対象者及び水先人養成施設

（海技大学校水先教育センター）等に対し、必要な支援を実施。 

２２．．海海技技のの振振興興にに関関すするる調調査査研研究究事事業業（（IIMMOO等等国国際際関関係係））  

  国・独法(JMETS)・当センターの三者間で緊密・有機的な連携体制を確保しつつ、船員の知識技

能等に関する専門委員会を開催し、IMO 国際会議に対するわが国対処方針の取りまとめを行うと

ともに、IMO会議への日本政府団としての参加を実施。  

 IIMMOO（（国国際際海海事事機機関関））国国際際会会議議（（於於ロロンンドドンン））ににおおけけるる審審議議状状況況

（（左左写写真真））とと海海技技振振興興セセンンタターー等等のの出出席席（（右右写写真真））  
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2 

３３．．海海技技のの振振興興にに関関すするる調調査査研研究究事事業業（（船船員員関関係係））  

  国の政策との連携・船主側ニーズを踏まえ、船員の知識・能力要件の基準を定める STCW条約の

包括的見直し及びアンモニア・水素燃料船に乗船する船員の知識・訓練要件について検討を行う

とともに、同条約の改正に対応し、外航日本船舶の船員により幅広く利用されるべく、ハラスメ

ント防止のための動画を作成。また、その成果等について広く関係者等に周知しその活用等に資

するため、海技振興フォーラムを開催。 

 

４４．．海海技技のの振振興興にに関関すするる調調査査研研究究事事業業（（水水先先関関係係））  

  国の政策と連携しつつ、関係者のニーズに対応すべく、水先側・船主側等で構成する「水先人の

人材確保・育成等に関する検討会」を運営するとともに、陸上から船舶のきょう導を行う遠隔水

先について、国際パイロット協会（IMPA）やフィンランドにおける実証実験、IMO(国際海事機関）

における自動運航船非強制コードの策定などの動向を踏まえ、遠隔水先による水先業務のあり方

等についての調査を実施。 

      

「船上で働くことの幸福感を得るために～船員

に対するいじめ・ハラスメントの防止」動画より 

（日本語原案）

アンモニア燃料船のイメージ（国土交通省資料）

水先人の人材確保・育成等に関する検討会 

（第 24回検討会資料：中小規模水先区対策） 
フィンランドにおける遠隔水先実証実験の

状況（関連 HPより） 
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令令和和７７年年度度補補助助事事業業のの概概要要  

（（公公益益社社団団法法人人  日日本本海海難難防防止止協協会会））  

  

１１．．海海上上交交通通安安全全事事業業及及びび海海洋洋環環境境保保全全事事業業  

  

（（１１））船船舶舶交交通通とと漁漁業業操操業業にに関関すするる調調査査

研研究究 

過年度作成した漁業操業情報図及び商船

航行情報図のうち、令和7年度は瀬戸内海

西方海域（広島県、山口県、愛媛県、福岡

県及び大分県）を対象に同情報図の更なる

充実化を図るべく、海運・水産関係団体打

合会及び協議会を3回開催し、関係者によ

る議論を踏まえてホームページによる閲覧

の改善を行った。 

 

 

ホームページによる表示例と協議会開催時の

様子 

 

（（２２））入入出出港港等等航航行行援援助助業業務務にに関関すするる調調査査  

我が国港湾は、海上交通の安全を阻害す

る諸要因が複雑多岐に存在する状況となっ

ている。このため、水先に関する諸問題、

とりわけ巨大コンテナ船の狭隘・浅水域で

の入出港時におけるタグボート操船支援と

プロペラ放水流の影響について、文献調査

のほか、横浜港本牧ふ頭と南本牧ふ頭を対

象に実態調査を実施し、報告書に取りまと

めた。 

 

 

（（３３））港港湾湾計計画画のの調調査査検検討討  

学識経験者や地方を統括する団体等から

の海事関係者、関係官庁等から構成される

「港湾専門委員会」を設置し、令和7年度

は2回の「港湾専門委員会」を開催、5つの

港湾計画の改訂を対象に検討を実施した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

調査対象とした狭隘水域でのタグボート操船支援の様子 

 

令和7年度第二回港湾専門委員会の様子と報告書 
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（（４４））海海事事のの国国際際的的動動向向にに関関すするる調調査査研研究究  

IMO（国際海事機関）のMSC（海上安全委

員会）、MEPC（海洋環境保護委員会）等の

開催に際し、我が国の海事関係者・官公庁

職員をメンバーとする国内委員会で対処方

針を検討した。また、IMOの会議への参加等

を通じて諸外国における海上安全及び海洋

汚染防止に関する調査研究を行い、最新の

情報を関係者に提供している。 

                

 

 

 

 

 

 

（（５５））海海のの安安全全とと環環境境保保護護ののガガイイドドブブッックク作作成成  

有識者、関係機関、関係官庁を招集して

「洋上風力発電事業に係る航行安全対策検

討会」を２回開催し、「洋上風力発電事業

に係る安全対策ガイドブック」の改訂を行

った。 

 

 

 

 

 

 

 

２２．．海海上上安安全全にに関関すするる国国際際情情報報収収集集活活動動事事業業  

 

IMO（国際海事機関）の各種委員会、小委

員会等に出席し、海事の国際動向に関する

情報及び資料の収集を実施するとともに、

わが国の代表団と協力し、わが国の意見の

実現に努めた。 

また、各国関係機関・団体との情報交換等

を通じて、海上安全に関する欧州等の国際

的な動向の調査・研究を進めるとともに、

「欧州海上安全レポート」及び「X（旧ツイ

ッター）」等を通じて、関連情報の発信を

行った。 

令和7年度国内委員会（海洋汚染防止）開催

時の様子（対面及びリモート形式を併用） 

第一回検討会開催時の様子と改訂版ガイドブック 

英国Swansey Universityと海上安全に関する情報交換 
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３３．．海海難難防防止止等等調調査査研研究究団団体体連連絡絡調調整整事事業業  

  

  全国の海難防止団体、小型船安全協会等

の関係者からなる全国海難防止等連絡調整

会議を継続して設置し、年次会議を開催す

るとともにWeb会議によるフォローアップ

を行って、海難防止等に関する調査研究及

び周知・啓蒙活動等に係る相互調整及び情

報交換を実施した。 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

令和7年度全国海難防止団体等連絡調整会議 

（年次会議）の様子 
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令令和和７７年年度度補補助助事事業業のの概概要要
（（公公益益財財団団法法人人 日日本本海海事事広広報報協協会会））

１１ 「「海海のの日日」」「「海海のの月月間間」」広広報報

｢海海のの日日｣｣｢｢海海のの月月間間｣｣関関連連行行事事広広報報
「海の日」や「海の月間」を広く一般に周知広報するため、９省庁３９団体で構成され

る「海の月間推進委員会」で集約した「海の日」・「海の月間」に行われるイベント情報
をとりまとめ、当会Ｗｅｂサイト等で周知するとともに、全国１１地方海事広報協会が制
作するイベントガイダンスなどで幅広く周知活動を行った。

中央では「海の日」の趣旨を周知するとともに、海に親しみ、海へ出向いてもらうこと
を目的に、ＳＮＳ（X、Ｉｎｓｔａｇｒａｍ）等を用いたフォトコンテストを新たに実施。
応募総数：３,３５８作品

「うみの2025」募集チラシフォトコンテスト

「うみのフォトコンテスト2025」
読売KODOMO新聞広告掲載

地方海事広報協会制作 イベントガイダンス 海の月間推進委員会 イベント情報ページ

うみのフォトコンテスト結果発表
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２２ 海海事事知知識識啓啓発発

（（１１））船船ととのの出出会会いい
乗乗船船体体験験・・海海事事産産業業関関連連施施設設のの見見学学会会

全国11地方海事広報協会の協力のもと、全国各地において乗船体験や、船舶、造船所、
港湾施設等の見学会や海事産業をテーマにした出前授業を実施。

令和７年度の実施は１５５開催、参加者１０,９２８名。

練習船「大成丸」見学会 練習船「若鳥丸」体験乗船 水素燃料電池船「まほろば」
乗船体験

（（２２））ジジュュニニアア・・シシッッピピンンググ・・ジジャャーーナナリリスストト賞賞
全国の小中高校生を対象に、海運や造船など海事産業に関わる調査・取材を行い、新聞

形式にまとめた作品を募集し表彰する。国土交通大臣賞を授与。
令和７年度の応募は、１,５３１作品。

展示会：TOKYOミナトリエ大臣賞決定：金子国土交通大臣 国土交通大臣賞授与式

２０２５ジュニア・シッピング・
ジャーナリスト賞入賞作品集

国土交通大臣賞小学生部門
「海の工事船新聞」
聖ドミニコ学院小学校6年

阿部 英明

国土交通大臣賞中高校生部門
「敦賀港～It looked like heaven,too ～」

宝仙学園順天堂大学系属
理数インター中学校 3年

西村 亮祐
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（（３３））海海洋洋教教育育普普及及事事業業
①①海海のの仕仕事事へへののパパススポポーートト（（小小中中学学生生向向けけ海海洋洋キキャャリリアア教教育育））
「海に関わる仕事」を知り、海洋・海事産業に対する理解を深め、関心を高めること

を目的に、同産業の現場で働く人を講師に迎え、小中学生を対象にセミナーを開催。
また、自治体等との協力により放課後子ども教室や児童館において、海や船、または

そこに関わる仕事を紹介する海洋教室を実施。
令和７年度：２７回開催、参加者１,９５５名。

江東きっずクラブ北砂 海洋教室

②②海海洋洋・・海海事事教教育育のの実実施施にに向向けけたた、、教教育育関関係係者者向向けけのの周周知知活活動動
教育関係者を対象とした海事施設見学会等を実施。
また、全国社会科研究協議会全国大会へのブース出展などの活動を通して教育関係者

向けの広報活動を行っている。

中央区立小学校教育会 社会科部
海事施設見学会

全国社会科研究協議会全国大会

千葉市教育研究会社会科部海事勉強会 川口市小中学校社会科教諭 海事施設見学会

稲毛小学校 海の仕事へのパスポート大泉中学校 海の仕事へのパスポート

数矢小学校 海の仕事へのパスポート
数矢小学校 海の仕事へのパスポート
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③③社社会会科科向向けけデデジジタタルル教教材材のの利利用用促促進進
令和３～５年度にかけて制作したデジタル教材を小学校の社会科教諭を対象に周知。
また、教育系YouTuber葉一（はいち）氏を起用して制作した、海事産業に関する

授業動画を引き続き当協会Ｗｅｂサイトにおいて公開。
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（（４４））海海事事広広報報資資料料のの制制作作・・配配布布
広く一般の方々に、海事に対して興味や関心を持ち、理解を深めてもらうために広

報資料を制作・配布。
①①「「ＳＳＨＨＩＩＰＰＰＰＩＩＮＮＧＧ ＮＮＯＯＷＷ 日日本本のの海海運運」」

②②「「海海とと船船ののココンンテテンンツツガガイイドド」」

③「海のおしごとガイド」

- 795 -



１１ 海海洋洋・・海海事事思思想想のの普普及及

((11)) 絵絵画画ココンンククーールル「「第第５５３３回回我我らら海海のの子子展展」」

テーマ：「私の海」
対象：幼児・小学生・中学生
-優秀作品を全国で展示-
銀座ギャラリー、国土交通省、
アクアマリンふくしま、琴平海洋博物館、日本郵船
氷川丸、関門海峡らいぶ館、
アクアワールド茨城県大洗水族館

表表彰彰（（22002255..88..2266））

国国土土交交通通省省展展示示

最最終終審審査査会会

国国土土交交通通大大臣臣賞賞

今年度で５３回目となり、国土交通大臣賞の授与など絵画コンクールを通じた海事思想普及活動を永年にわたり行っている。

（（公公益益社社団団法法人人 日日本本海海洋洋少少年年団団連連盟盟））

令令和和７７年年度度補補助助事事業業のの概概要要

小学校4年生から高校3年生まで9年間活動した優秀な団員
や準指導者を表彰

２２ 海海洋洋少少年年団団運運動動のの広広報報（（活活動動強強化化））及及びび各各地地区区取取りり組組みみ
【ＳＮＳでの発信力強化】

〇ＨＰ等での情報発信により関係機関、地域交流、商船高専との連携を促
進し、今後は動画を活用した活動紹介の充実を図っていく。

・効果的な情報発信による相乗効果を期待

褒状山縣賞の受賞者および参加希望の高校2・3年生を東京に集め、同世代による合宿研修を実施した。ヨット
実習についてはパラセーリング東京の協力を得て行い、さらに東京海洋大学・千足教授よりヨット理論の講義をいただき、
研修内容の充実を図った。

八戸､千葉新宿、目白台､中日､四日市、神戸､呉、大阪みなとの各団から14名参加

【【合合宿宿研研修修】】

・各団への問い合わせコーナーを設け、問い合わせ先を一元管理するとと
もに、日本連盟によるサポート体制を整備することで、情報アクセスを改
善した。

発行

2026-03-1 機関紙「海っ子」第664号
2026-01-1 機関紙「海っ子」第663号
2025-11-1 機関紙「海っ子」第662号
2025-09-1 機関紙「海っ子」第661号

2025-07-1 機関紙「海っ子」第660号

ＨＨＰＰ上上ににもも公公開開

各団独自でも各地での見学会や体験乗船会、また、海保、海自の体験乗船などや自治体等に
よるイベントでのパレード、手旗を行うなど積極的に関係先との連携、地域貢献等に取組んで
いる。

【【各各地地域域ににおおけけるる取取りり組組みみ】】

((22)) 褒褒状状山山縣縣賞賞授授与与式式及及びび合合宿宿研研修修

若若洲洲ヨヨッットト訓訓練練所所
ででのの実実習習

【【褒褒状状山山縣縣賞賞授授与与式式記記念念撮撮影影】】

海海事事研研修修
((座座学学))

薩摩団
海保測量船見学

尾道団 海保大 練習船見学

横須賀団 海自 潜水艦見学

三重県連
豊かな海づくり大会

手旗披露

大阪みなと団
水素燃料電池船見学

姫路団 姫路港
フェスティバル参加

浜名湖団 浜名湖ミナトリング
安全・環境啓発活動

高知団 新造船(電動船)見学
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３３ 海海洋洋少少年年団団運運動動のの拡拡充充//推推進進//強強化化･･活活性性化化事事業業

【【海海洋洋活活動動器器材材等等のの整整備備】】

令和7年度助成実績
・カヌー・ＳＵＰ ４艇
・ｶｯﾀｰ修繕 ３艇
・救命胴衣 ５着
・カッターのオール５本

【会員の管理等】

・連盟会員証301枚を発行

・新入団員205名に助成

【小型船舶操縦士資格取得の奨励】【地区連盟等への助成】

○北海道、東北、関東、東京、中部、近畿、四
国、中国、九州北部、南九州、沖縄の地区連盟
及び各団へ活動助成

○令和７年度中のにおける上級・主任指導者等資格
認定登録者数：２３名

【資格審査委員会】

○指導者に２名有功表彰を実施、指導者、準指導者
及び団員１７名に褒状を授与

【連盟表彰】

【【指導者養成研修】(地区連盟主催)

特に近隣地区同士などが積極的に連携、支援を行う姿勢が顕著となっている。
具体的には、薩摩団から九州北部地区への研修受講、宜野湾はごろも団から東京地区への研修受講、

今治団・松山団から中国地区への研修受講など、地区の垣根を越えた参加がみられた。

指導者養成は活動の重要な柱であり、これらの取り組みは、これまでに例を見ない画期的な連携で
あり、地区間の協力体制強化に大きく寄与した。

【海洋少年団活性化プログラム】

令和７年度には、同プログラムの一環として、八戸団（青森）が函館海峡フェリーに乗船し、函館までの航海を通じて乗船体験を行った。その後、札幌団との交流会を実施
し、合同で海事講座を受講するとともに、宿泊を伴う活動を通じて相互の絆を深めた。
連盟では、団員たちが実体験から学びを得られる機会の創出に、今後も積極的に取り組んでいく。

【上級指導者養成研修】(連盟主催)

「我ら海の子展絵画コンクール」
－話 題 紹 介－

杉並年団(東京)の水本さんは、２年連続の銀賞受賞と
なりました。

船内見学及び航海士による海事講座

両団は一緒に宿
泊して、ロープ
ワーク、手旗を
競い合いました

○令和７年度から新規事業として、海上活動における安全対策の一層の強化を
図るため、指導者による２級小型船舶操縦士資格の取得を奨励、併せて海事思
想の普及に資することを目的として、資格取得費用の助成を実施した。

安易な資格取得を避け、適切な動機づけを確保する観点から、指導者として
の継続を条件とするとともに、一部費用については個人負担を設けた。

本事業は、指導者層の育成および世代交代の促進にも寄与するものと考えて
いる。

２級小型船舶操縦士免許取得者(予定を含む)

八戸団、天王団、千葉北部団、船橋団、目白台団、敦賀団、藤沢団、三原団、
中日団、今治団、門司団、佐世保団 計 １２団 / １４名

〇本年度は、東京、中国、九州北部地区等において連盟主催の研修を実施した。

○毎年指導者等へ海上少年団運動の目的や指導方法、
安全管理等の研修を実施した。

座学と全国からの参加者による討議・発表により相互理解と学びが深まった。

修了証授与東京海洋大学教授等による講義 ※令和７年度研修修了者１４名発表風景

昨年と比べて著
しい成長を見せた
水本さんでしたが
銀賞にとどまり、
次回は上位入賞を
目指すと誓ってく
れました。
海洋少年団にも

熱心に取り組んで
おり、連盟として
も、団員の受賞を
期待するところで
す。

(八戸団）

札幌団も合流し北海道運輸局講師に
よる海事講座

今から青森を出港です！
ワクワク、ドキドキする団員たち
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船員確保に向けた取組の一環として、商船系教育
機関の学生アンケート結果を活用し、学校紹介を
テーマとしたカレンダーを制作・配布しました。

【支援者等におけるニーズと連携】

○式典の部 令和７年度全国海洋少年団大会

６６ 国国際際交交流流事事業業

○令和7年10月国際海洋少年団協(ISCA)
年次総会「日本会議」開催

５５ 全全国国大大会会事事業業

日本会議概要
・１３か国参加(対面７、ｵﾝﾗｲﾝ５、委任1）

・ｹｲﾏﾝ諸島の加盟承認
・定款等の変更
・2026年ISCA開催国はバルバドス など

水難救済会募金事業への協力【青い羽根募金活動】

東日本地区開会式

第５６回大会 各地開催

藤沢団 東京地区連盟

○令和8年度版
カレンダー

４４ 海海洋洋環環境境教教育育･･地地域域貢貢献献推推進進事事業業

【全国の団による定期的な海浜清掃活動】

沖縄地区連盟

高知団

敦賀団

中国地区 体験乗船北海道地区 ロープワーク競技

近畿地区 関空バックヤード見学

九州北部地区 手旗競技

中部地区 サップ体験

団団員員たたちちはは全全国国大大会会ににおおいいてて手手旗旗
競競技技・・ロローーププワワーークク競競技技にに取取りり組組むむ
ととととももにに、、宿宿泊泊をを伴伴うう他他団団ととのの交交流流
やや体体験験会会をを通通じじ、、多多くくのの友友をを得得てて、、
非非常常にに有有意意義義なな経経験験をを積積むむここととががでで
ききままししたた。。

※1994年にISCA結成

香港派遣

韓国派遣

○令和7年度海外派遣

日本会議フェアウルパーティ
(若手指導者、団員も参加）
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令令和和 77年年度度補補助助事事業業のの概概要要  

（（公公益益財財団団法法人人  日日本本海海法法会会））  

  

海海法法にに関関すするる調調査査研研究究事事業業  

日本海法会は、万国海法会の会員である国内海法会として、万国海法会等の国際機関や各国海法

会と連携してその目的の遂行に当たっている。 

本年度は、海法をめぐる国内外の最新動向、海法の理論と実務を探求し、その成果を海法会誌を

通して発表するとともに、ホテル・ニューオータニ東京において 2025年 5月 13日から 5月 17日

まで万国海法会東京国際会議とそれに関連する会合が行われ出席した。 

  

○特集 万国海法会東京国際会議 

・東京国際会議の概要 

・ＣＭＩと海事法の調和 

・海上運送の未来に向けた最新技術と経験 

・海事における脱炭素化と産業界の視点 

・CMI Lex Maritima（海事法に関する東京原則）の採択  

・困難なグローバル安全保障状況における敵対行為と詐 

 欺的活動への対抗 

・アジア太平洋地域の動向 

                       他 

 

 

○国際作業部会、常設委員会 

開催日：２０２５年５月１３日 

内容：裁判上の売買、脱炭素化、サイバーセキュリティ、自動運航船、海事条約の批准と普及、極域航行、可動式

オフショア再生ユニット、レックス・マリティマ、海上保険、濫用的アレストなどの国際作業部会が行われた。 

○セッションの開催 

 ２０２５年５月１４日：「将来の海事運送のための最新技術動向と経験」、「開示における脱炭素化に関する作業

部会の活動と産業界の見方の最新情報」、「困難なグローバル安全保障状況における敵対行為と詐欺的活動への対

抗」、「レックス・マリティマ―東京草案」 

 ２０２５年５月１５日：「アジア太平洋地域の動向」、「自動運航船」、「裁判上の船舶の売買の国際的効果に関す

る北京条約及びロッテルダム・ルールズの普及」、「衝突条約」、「国際油濁補償基金及び HNS基金の将来」 

 ２０２５年５月１６日：「浮体式オフショア再生可能エネルギーユニット（MORU）国際作業部会の最新情報」、「ア

カデミクス・セッション」 

 ２０２５年５月１７日：「レックス・マリティマ」、「海事法のデジタル・トランスフォーメーション」 

○万国海法会２０２５年総会及び執行評議会 

開催日：２０２５年５月１７日午後 

議題等：財務・会員関係、今後の国際会議・総会・セミナー、役員の選任等 

万万国国海海法法会会東東京京国国際際会会議議  
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万国海法会東京国際会議 
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令令和和 77年年度度補補助助事事業業のの概概要要  

（（公公益益社社団団法法人人  東東京京湾湾海海難難防防止止協協会会））  

 

１１  海海のの安安全全運運動動のの推推進進（（海海難難防防止止事事業業））  

（１） 令和 7年度海の安全運動実施計画に基づき、5つのキャンペーンを展開した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２） 海の安全運動推進連絡会議を 2回開催し、第 1回会議（令和 7年 10月開催）にキャンペ

ーンの進捗状況を確認し、第 2回会議（令和 8年 2月開催）に令和 8年度海の安全運動実

施計画を策定した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）知名度の高い民間企業（赤城乳業㈱）のキャラクター記載の海難防止啓発グッズを配付し

て、啓発活動を実施した。 

 

 

 

 

救命胴衣着用体験 プレジャーボートに対する安全指導 

海の安全運動推進連絡会議開催状況① 海の安全運動推進連絡会議開催状況② 
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（４） 令和７年度海の安全運動の啓発活動で使用するリーフレット、グッズを作成した。 

 

 

 

 

 

 

 

  リーフレット（三つ折り）     トートバック   ポスター（霧、台風事故ゼロキャンペーン） 

 

２２  令令和和 77年年度度  津津波波対対策策にに関関すするる検検討討会会  

（航行安全確保に関する事業） 

（１） 令和 7年 7月及び令和 7年 3月に、「令和 7年度 京浜港（横浜区・川崎区）の津波対策に

関する検討会」及び「令和 7 年度 横須賀港の津波対策に関する検討会」を開催し、津波

警報等が発表された場合の船舶の津波避難について検討を行い、アンケート調査で把握し

た関係者のニーズを踏まえて、周知啓発資料を作成するとともに、報告書を取りまとめた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

         【京浜港】              【横須賀港】 

 

 

（２） 作成した周知啓発資料 

① 津波対策リーフレット（津波対策チェックリスト） 

② 津波避難フローチャート 

③ 津波対策の講習資料 

④ 津波対策マニュアル作成時の留意事項 
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（３） 周知啓発資料のイメージ（抜粋） 

① 津波対策リーフレット（津波対策チェックリスト）＊京浜港の例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 津波避難フローチャート 

              （京浜港（横浜区・川崎区））           

                       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                   （横須賀港） 

写真提供「東北地方整備局 伝承館」

京浜港船舶津波対策協議会

第三管区海上保安本部
（公社）東京湾海難防止協会

【監修】第三管区海上保安本部　横浜海上保安部　【刊行】（公社）東京湾海難防止協会問合せ先 横浜海上保安部　045-201-8180 川崎海上保安署　044-266-0118

着岸船

着岸船以外

●m ●m ●m 津波注意報レベル大津波警報レベル 津波警報レベル

津津波波対対策策チチェェッッククリリスストト ＜＜京京浜浜港港((横横浜浜区区・・川川崎崎区区))＞＞ 【【令令和和88年年55月月刊刊行行】】

危険物積載船舶 一般船舶（荷役・作業船含む）

無し

有り

無し

有り

津波注意報 ー

巨大地震
警戒

巨大地震
注意

南海トラフ
地震

臨時情報

〇津波の来襲に備え、直ちに出港できるよう避難準備を行うこと
〇南海トラフ地震に関する情報の入手に努めること
〇避難に必要な支援を受けられないことが予想される場合は、自主的に安全な海域へ避難すること

〇南海トラフ地震に関する情報の入手に努めること
〇連絡系統、避難方法、避難海域の確認を行うこと

津波警報等
の種類

津波来襲
までの

時間的余裕

大型・中型船（漁船を含む）

大津波警報

津波警報

　　　　　　　　　　　〇荷役・作業中止　　〇係留避泊又は陸上避難

　　　　　　　　　　　〇荷役・作業中止　　〇港外退避

　　　　　　　　　　　〇荷役・作業中止　　〇係留避泊又は陸上避難

　　　　　　　　　　　〇荷役・作業中止　　〇港外退避

　　　　　　　　　　　〇荷役・作業中止　　〇係留避泊又は港外退避

無し
〇荷役・作業中止
〇港内避泊

〇港内避泊
〇工事・作業中止
〇陸上避難

有り
〇荷役・作業中止
〇港外退避

〇港外退避
〇工事・作業中止
〇港外退避又は流出防止措置

無し
〇荷役・作業中止
〇港内避泊

〇港内避泊
〇工事・作業中止
〇陸上避難

有り
〇荷役・作業中止
〇港外退避

〇港外退避
〇工事・作業中止
〇港外退避又は流出防止措置

津波注意報 ー
〇荷役・作業中止
〇港内避泊
（場合により港外退避）

〇港外退避
〇工事・作業中止
〇港外退避又は流出防止措置

南海トラフ地震
臨時情報

備　考

津波警報等
の種類

津波来襲
までの

時間的余裕

大津波警報

津波警報

航路付近、海洋施設等に近い場所又は浅海域に【錨泊中の船舶】は、時間的に余裕がある場合は、
水深が深く、広い場所に移動する。

錨泊船、浮標係留船
航行船

【大型、中型船(漁船含)】
（着離岸作業時を含む）

工事作業中
【工事・作業船等】

(作業台船及び起重機船含む)

港内着岸船に同じ

所要時間

① 荷役設備の連結解除 ●分

② エンジン、スラスター起動 ●分

③ 離岸作業 ●分

④ 港界までの時間 ●分

⑤ 避難予定海域までの時間 ●分

A 【離岸までの所要時間】 ▲分（①～③）

B 【港界までの所要時間】 ■分（①～④）

C 【避難予定海域までの所要時間】 ◎分（①～⑤）

D 【津波到達までの予想時間】 ★分

【前提事項】
＊最小運航要員は在船
　➡ 最小運航要員に満たない場合は、要員の参集時間を加える
＊ ①、②は、できるだけ併行して実施

【時間の積算について】
＊通常利用する港、岸壁・係留施設について予め積算しておく
　➡ タグ、水先人、係留施設等の支援の有無別に積算
　➡ 荷役設備連結解除は、非常電源、緊急離脱装置の有無別に積算
＊運航形態、船種等、個別の必要時間がある場合は、別途時間を積算

【緊急離桟の判断】
＊A～Cの所要時間(△□◎)と津波到達までの予想時間(★)を比較し
　離桟の可否を判断

所要時間積算項目 備　　考

京浜港(横浜区・川崎区)の津波対策
京浜港(横浜区・川崎区)における津波対策に関する合同機関
との合同指針 (R7.9改訂）【京浜港船舶津波対策協議会】

横浜海上保安部ホームページ

【横浜海上保安部】

特定港の津波対策（第三管区海上保安本部管轄内）
京浜港(東京区)、千葉港、木更津港、横須賀港、鹿島港、
日立港、清水港、田子の浦港【各港協議会等】

津波対策チェックリスト
＜京浜港 (横浜区・川崎区)＞【東京湾海難防止協会】

＊ダウンロードして両面印刷・三折りで使用して下さい。

津波警報等発表時は「陸上避難、係留避泊、港外退避(緊急離桟)」
の各チェックリストを参照して下さい。

出港準備 出港準備を完了させる　（例：直ちに離桟可能な体制、乗組員は船内待機等）

情報収集、情報連絡 津波警報等の発表に備え、情報収集、情報連絡体制を維持（24時間体制）

タグ・水先人・係留施設等との調整 緊急離桟に備え、船舶事業者、タグ・水先人、係留施設等との事前調整を実施

出港支援が受けられない場合の対応 タグ・水先人、係留施設等の支援が受けられない場合の離桟方法を平素から検討

避難予定海域の状況把握、選定
錨泊船情報（東京湾海上交通センターホームページ）で東京湾内の避難予定海域の状況を
把握し、避難予定海域を選定。海域が輻輳する場合は、湾外への自主避難を検討

関係者との事前協議
南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒）発表時の対応について、事前に関係者と協議
（協議先の例：船舶事業者、タグ・水先人、係留・荷役施設の管理者等）

船
舶
乗
組
員
・
船
舶
事
業
者
等

横浜港津波アニメーション
＜南海トラフ地震ケース①＞（津波進入時）
【海上保安庁海洋情報部】

川崎港の予想流速
＜南海トラフ地震ケース①＞（津波進入時）
【海上保安庁海洋情報部】

横浜港の予想流速
＜南海トラフ地震ケース①＞（津波進入時）
【海上保安庁海洋情報部】

川崎港の津波経時変化
＜南海トラフ地震ケース①＞（津波進入時）
【海上保安庁海洋情報部】

横浜港の津波経時変化
＜南海トラフ地震ケース①＞（津波進入時）
【海上保安庁海洋情報部】

市町村別津波高・津波到達時間
<地震モデル検討会公表データ抜粋＞
（令和7年公表）【内閣府】

川崎港津波アニメーション
＜南海トラフ地震ケース①＞（津波進入時）
【海上保安庁海洋情報部】

「南海トラフ地震 -その時の備え-」
　～知ることであなたと大切な人の命を守る～
（令和7年8月発行）【内閣府、気象庁】

津波到達時間
平均水位 最高水位 ＋1m

「駿河湾～紀伊半島沖」【ケース①】 3m 3m 63分
「駿河湾～愛知県東部沖」・「三重県
南部沖～徳島県沖」【ケース⑧】 2m 3m 64分

相模トラフ沿いの
海溝型地震

相模トラフ沿い
（元禄関東地震タイプの地震を想定） 3m 4m 34分

第1波到達84分
最大波到達172分

「駿河湾～紀伊半島沖」【ケース①】 3m 3m 79分
「駿河湾～愛知県東部沖」・「三重県
南部沖～徳島県沖」【ケース⑧】 3m 3m 81分

相模トラフ沿いの
海溝型地震

相模トラフ沿い
（元禄関東地震タイプの地震を想定） 4m 4m 41分

東日本大震災 三陸沖（牡鹿半島東南東）
東
京
湾

都心南部直下地震 東京都心の直下（陸域） データなし

データなし

川
崎
市
川
崎
区

南海トラフ地震

備　　考震源地

「掲載データ」
・首都直下地震モデル検討会公表データ（令和7年）
・南海トラフ巨大地震モデル検討会公表データ（令和7年）
「津波高さ」（標高） 　*地殻変動を考慮
・沖合30m地点の津波水位の最大値（平均水面からの高さ）
「津波到達時間」の水位上昇（＋●m）
「＋●m」は平常潮位（津波がなかった場合の潮位）からの高さ
「今後30年以内の地震の発生確率」
・南海トラフ地震は「60～90%程度以上」又は「20～50%」
・都心南部直下地震は「70%程度」
・相模トラフ沿いの海溝型地震は「ほぼ0～6%」
「南海トラフ地震」
南海トラフ地震については震源地別に⑪パターンのケースを検討
（本資料では次の２つのケースのデータを掲載）
・ケース①　震源地が関東地方に最も近い(基本的な検討ケース）
・ケース⑧　最も津波高が高い（派生的な検討ケース）1m（東京湾内）

場
所 地震別

津波高さ

横
浜
市
中
区

南海トラフ地震

東日本大震災
＊観測潮位解析データ

三陸沖（牡鹿半島東南東） 0.82m
 (第1波)

1.55m
(最大波)

南海トラフ地震 臨時情報防災対応ガイドライン
＜概要版＞
（令和77年88月改訂）【内閣府】

発表中の津波警報等
～大津波警報、津波警報、津波注意報、津波予報～
【気象庁】

船舶運航事業者における津波避難マニュアル作成
の手引き(「強制水先対象船」が検討すべき事項を含む。)
（平成2266年33月公開）【国土交通省】

地震津波の監視体制と緊急地震速報・津波警報等
～地震と津波（その監視と防災情報）～
【気象庁】

船舶津波避難マニュアル
＜簡易マニュアル様式＞
（平成2277年66月公開）【国土交通省】

東京湾における海上交通管制の一元化
～非常災害発生時における新たな制度を含む～
（平成30年1月31日運用開始）【第三管区海上保安本部】

津波対応シート
＜貨物船用＞
（平成2288年77月公開）【国土交通省】

海の安全情報
～緊急情報、海の事故情報等を日本語・英語で提供～
（令和7年1月20日更新）【海上保安庁海洋情報部】

あり

このフローチャートは、京浜港船舶津波対策協議会が策定した「津波に対する船舶対応要領一覧表」に基づき、津波
警報等が発表された場合の「着岸中の船舶」（小型船を除く。）の津波避難を想定して作成したサンプル版です。
利用する岸壁や船種・船型、それぞれの事業者・船舶が作成したマニュアルの内容等により対応が異なりますので、
フローチャートの作成にあたっては、個別事情を十分に考慮して下さい。

地震発生

＜津波避難フローチャート（横浜港・川崎港）＞ 【サンプル版】 監修 ： 第三管区海上保安本部

津波警報 津波注意報

津波来襲までに港外に避難する時間的余裕があるか？

タグ・水先人の支援なしで離桟できるか？

【強制水先対象船以外の船舶を含む全ての船舶が検討】

港外退避

陸上避難

陸上避難場所に避難できるか？

できない

係留避泊

できる

荷役・作業中止 荷役・作業中止

係留避泊港外退避

大津波警報

①「タグ・水先人の操船支援を受けられないことも想定
し、港外避難を行う体制を定める」【35ページ】

②「タグ・水先人の支援を得られないことを想定した、
出港操船手順を事前に検討」【36ページ】

「船舶運航事業者における津波避難マニュアル作成の手引き」
＜津波発生時の船舶避難態勢の改善に向けた検討会＞

【国土交通省海事局】（平成26年3月策定）

引波の影響で離桟困難な場合
係留避泊又は陸上避難も検討

陸上避難又は係留避泊
（係留限界等を勘案し

原則として船長判断）

港外退避又は係留避泊（原則として船長判断）

（※※注）状況によっては、タグ・水先人の支援なしの離桟（緊急避難）も想定されることから、操船支援の有無に応じた体制を検討しておくこと。

できる

なし

できる

（※※注） タグ・水先人を確保することができるか？できない

できない
強制水先対象船は、可能な
場合はタグ・水先人を確保
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③ 津波対策の講習資料の内容 ＊京浜港（横浜区・川崎区）の例 

 

 

 

 

あり

地震発生

津波警報 津波注意報

津波来襲までに港外に避難する時間的余裕があるか？

港外退避 係留避泊

陸上避難場所に避難できるか？

できない

陸上避難

できる

なし

荷役・作業中止

①「タグ・水先人の操船支援を受けられないことも想定
し、港外避難を行う体制を定める」【35ページ】

②「タグ・水先人の支援を得られないことを想定した、
出港操船手順を事前に検討」【36ページ】

「船舶運航事業者における津波避難マニュアル作成の手引き」
＜津波発生時の船舶避難態勢の改善に向けた検討会＞

【国土交通省海事局】（平成26年3月策定）

係留避泊港外退避

大津波警報

引波の影響で離桟困難な場合
係留避泊又は陸上避難も検討

陸上避難又は係留避泊
（係留限界等を勘案し
原則として船長判断）

危険物
積載船舶

危険物積載
船舶以外

港外退避又は係留避泊
（原則として船長判断）

荷役・作業中止

大津波警報津波警報 津波警報

危険物
積載船舶

危険物積載
船舶以外

港外退避又は係留避泊
（係留限界等を勘案し
原則として船長判断）

（※※注）状況によっては、タグ・水先人の支援なしの離桟（緊急避難）も想定されることから、操船支援の有無に応じた体制を検討しておくこと。

タグ・水先人を確保できるか？

できる

できない

大津波警報

＜津波避難フローチャート（横須賀港）＞ 【サンプル版】 監修 ： 第三管区海上保安本部

このフローチャートは、横須賀地区海上災害等対策協議会が策定した「地震・津波に対する船舶対応要領一覧表」に
基づき、津波警報等が発表された場合の「着岸中の船舶」（小型船を除く。）の津波避難を想定して作成したサンプ
ル版です。利用する岸壁や船種・船型、それぞれの事業者・船舶が作成したマニュアルの内容等により対応が異なり
ますので、フローチャートの作成にあたっては、個別事情を十分に考慮して下さい。

タグ・水先人の支援なしで離桟できるか？

【強制水先対象船以外の船舶を含む全ての船舶が検討】
（※※注）

できないできる

強制水先対象船は、可能な
場合はタグ・水先人を確保
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令令和和７７年年度度補補助助事事業業のの概概要要  
（（公公益益社社団団法法人人  神神戸戸海海難難防防止止研研究究会会））  

  
１１  海海難難防防止止にに関関すするる事事業業  
⑴  海難防止強調運動の実施 

   近畿・四国地方海難防止強調運動推進連絡会議を開催し、民間団体及び関係行政機関が緊

密に連携して、海難防止に関する意識の向上等、海難防止対策を推進すべく、令和７年度近

畿・四国地方海の事故ゼロキャンペーン実施計画を策定するとともに、周知啓発グッズ（ウ

ェットティッシュ）及びリーフレット等を作成し、近畿・四国地方海難防止強調運動推進連

絡会議構成員等に配布するなどして、海難防止強調運動を展開した。 
 

近畿・四国地方海難防止強調運動推進連絡会議開催状況 
 
 

 
 
 
 
 
 

周知啓発グッズ配布状況 
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 ⑵ 講習会の開催 

   毎月１回（6、8，12月を除く）、会員及び一般市民を対象に月例会と称する海難防止等

に係る講習会を開催した。 

 

   令和 7年 10月 第 12回地域部会兼第 121回月例会             令和 7年 9月 第 120回月例会 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
２２  海海難難にに関関すするる事事項項をを研研究究すするる事事業業  

  有識者等による委員会を設置し、委員会を計５回、検討部会を２回開催して、「南海トラフ

地震臨時情報発表時における対応状況の検証と課題に関する調査研究」及び「大阪港新島周辺

海域の新たな船舶交通環境の構築に関する調査研究」を行った。 

委員会開催状況 
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令令和和７７年年度度補補助助事事業業のの概概要要
（（公公益益社社団団法法人人 西西部部海海難難防防止止協協会会））

１１．．船船舶舶航航行行安安全全にに関関すするる調調査査研研究究事事業業

２２．．海海難難防防止止にに関関すするる運運動動のの推推進進、、周周知知、、啓啓発発及及びび教教育育指指導導事事業業
①①「「海海難難防防止止強強調調運運動動推推進進連連絡絡会会議議」」
全国海難防止強調運動における運動方針を受け、西日本、南九州及び沖縄地区の推進

連絡会議を開催した。

②② 海海難難防防止止啓啓発発活活動動
海難防止を啓発するポスター及び関連するグッズを作成し、啓発活動を支援し、海事思

想の普及を図り、海難防止活動を推進した。

沖沖縄縄県県周周辺辺海海域域ににおおけけるる船船舶舶海海難難（（船船舶舶事事故故））のの
特特徴徴とと事事故故防防止止にに関関すするる調調査査研研究究
沖縄県周辺海域における特徴的な航行環境下での

船舶事故の傾向とその事故防止策について委員会を
開催し調査した。港湾や通航路帯周辺のさんご礁へ
の乗揚げや、強風時に港内での衝突事故が多発して
いる現状が抽出され、船舶運航者に対する注意喚起
や情報入手の一助となる事故防止情報資料を作成す
るとともに、事故防止策の周知方法について提言し、
沖縄県周辺海域を航行する船舶の安全に寄与した。

第第１１回回委委員員会会 船船舶舶事事故故防防止止情情報報資資料料例例
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③③ 西西海海防防セセミミナナーー
海事関係者及び一般市民への海への理解を深めるため、海難防止、海上交通の安全に係

る事項をはじめ海に係る様々なテーマによる「西海防セミナー」を開催しており、７年度
は「帝国の玄関（門司港の形成）」及び「響く、放送のデザイン～気象変動と暮らし～」

  をテーマに取り上げたセミナーを北九州市と福岡市で開催した。

④④ 会会報報のの発発行行
海難防止に関する啓発活動のため、当協会が取り組んでいる各種活動及び海難防止に役立

つ情報を掲載した会報を発行した。
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令令和和７７年年度度補補助助事事業業のの概概要要  

（（公公益益社社団団法法人人  伊伊勢勢湾湾海海難難防防止止協協会会））  

 

１１  調調査査研研究究事事業業  （事業名：令和７年度 外国船舶の航行安全対策に関する調査研究） 

平成 25年度に実施した同調査研究では、伊勢湾、三河湾及

び、湾内４特定港（名古屋港・四日市港・衣浦港・三河港）の

航行安全情報を整理し、「伊勢湾・三河湾海上交通安全情報

図」（日本語・英語・中国語・韓国語）として公表している。

海上交通安全情報図の作成公表から 10年が経過。伊勢湾、三

河湾、各特定港における航行環境が変化し、自然災害（台風・

地震津波）に対応した船舶事故防止への対策強化が図られて

いることから、最新の航行安全情報について調査し、調査結

果に基づき、海上交通安全情報図の更新（改訂）を行った。改

訂版については、印刷物、会報、協会 HP等により広く利活用

を図ることとしている。 

 

２２  周周知知宣宣伝伝事事業業  

 （1）海難防止活動 

    海難防止強調運動推進東海地方連絡会議（構成員：41団体機関）を主催し、海の事故ゼ

ロキャンペーン（7/16～7/31）を推進した。 同キャンペーン活動では、メディアを活用し

た周知活動、集客施設での広報活動、イベントでの啓発活動、海上安全教室、安全パトロ

ール等、各地区において積極的に展開した。 

    また、霧海難ゼロキャンペーンについては、19年に及ぶ活動の中、視界不良時の海難発

件数は低減し、令和元年以降は０件となるなど、⼀定の施策効果があると判断されたこと
から、令和６年度で終了した。なお、令和７年度からは、春先から梅雨期にかけての伊勢

湾三河湾は、霧の多発期であることから、リーフレット等を活用した霧海難防止に係る啓

発活動に取り組んでいる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（2）会報の発行 

     当協会の事業活動（調査研究事業・

海難防止活動等）を会員等に広く周知

し、海上交通の安全確保に寄与するこ

とを目的として、年２回、会報「伊勢

海報」を発行している。 

令和７年度は４月に 143号、10月に

144号を発行した。 

 

【記載内容の一例】 

（伊勢湾における自主規制航路図） 

【霧海難ゼロリーフレット】 【キャンペーンポスター】 【海の事故ゼロキャンペーン活動の一例】 
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令令和和７７年年度度補補助助事事業業のの概概要要  

((公公益益社社団団法法人人  日日本本海海海海難難防防止止協協会会))  

  

１１．．船船舶舶交交通通のの安安全全対対策策にに関関すするる調調査査研研究究事事業業  

近年の海上の安全を取り巻く環境は、台風等の自然災害の激甚化や頻発化に加え、

地球温暖化対策としてのＬＮＧや水素等次世代エネルギーの船舶燃料への活用、洋

上風力等の再生可能エネルギーの利用促進のほか、観光立国に向けての大型クルー

ズ客船の寄港拡大等、大きな変化を遂げている。今後、新潟港においても洋上風力

発電施設の建設に伴う作業船舶や大型クルーズ客船の増加が予想され、船舶の航行

環境は大きく変化することが懸念される。 

このような状況を踏まえ、新潟港における港湾の現況等を整理するとともに、周

辺海域及び港湾における航行環境の変化を調査し、航行安全に係る課題等を検討す

る調査研究を実施した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

２２．．海海難難防防止止にに関関すするる周周知知宣宣伝伝事事業業  

海難防止思想の普及・高揚に関するグッズ等の作成、配布を行うとともに地方海

難防止強調運動推進連絡会議を開催し、関係機関と連携して海難に対する意識を高

め、事故の未然防止に繋げている。 

また、当協会の業務や海難防止に関する連絡事項などを掲載した会報を年３回発

行し、海難防止や海上交通安全への関心を高めることができた。 

 

 

 

 

 

【調査報告書】 

【委員会開催】 

まえがき 

この報告書は、令和７年度に公益財

団法人日本海事センターからの補助金

を受けて実施した、海難防止に関する

調査研究事業の「日本海主要港湾にお

ける船舶交通の安全対策に関する調査

研究（新潟港)」を取りまとめたもので

ある。 

令和８年３月 

公益社団法人日本海海難防止協会 

【 会報 年３回発行 】 

日本海海難防止協会ＨＰ参照 

https://nikkaikb.com/ 

【 海難防止事業 】 【 啓発用グッズ 】 
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令令和和 77年年度度補補助助事事業業のの概概要要  

（（公公益益社社団団法法人人  瀬瀬戸戸内内海海海海上上安安全全協協会会））  

  

海海域域別別海海難難防防止止事事業業((海海上上交交通通安安全全調調査査研研究究事事業業))  

 備讃瀬戸海域に関係する荷主、船主、水先人・船長等海運側ステークホルダーと航路付

近を主な漁場として活動している漁業協同組合、こませ網漁業関連団体、漁業従事者等水

産側ステークホルダー、学識経験者、第六管区海上保安本部等関係行政機関、地方自治体

等が一堂に会し、連携して安全対策の共創と相互理解の促進に向けた活動を通じた同海域

の現状を把握するための官民一体の事業「海上交通安全調査研究事業」を実施した。 

 また、今年度は、「こませブックレット」を作製し関係者に配布した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

調調査査状状況況  

ここまませせ網網漁漁船船体体験験乗乗船船調調査査 

乗乗船船中中ののフフェェリリーー（（ドドロローーンンでで撮撮影影））  意意見見交交換換会会  
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第第 2288回回備備讃讃瀬瀬戸戸交交通通安安全全調調査査委委員員会会 

第第 2299回回備備讃讃瀬瀬戸戸交交通通安安全全調調査査委委員員会会出出席席者者のの備備讃讃瀬瀬戸戸海海上上交交通通セセンンタターー見見学学 

ここまませせブブッッククレレッットト（（成成果果品品）） 
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ヘリコプター内での応急処置

　　　　　　

令令和和７７年年度度補補助助事事業業のの概概要要

  洋上にある船舶内で、緊急に医師による医療措置を必要とする傷病者が発生した場合、医師等

が同乗する海上保安庁の船艇・航空機又は自衛隊航空機を現場に急行させ、傷病者に対する応急

処置を施しつつ、最寄りの病院まで緊急搬送する洋上救急活動を実施した。

　併せて、こうした洋上救急活動に出動する可能性のある医師等を対象とした慣熟訓練を実施した。

洋洋上上救救急急事事業業

　　　　累計出動回数1,022件の発生海域

　　　　救急車への傷病者移送作業

成果物の「洋上救急マニュアル」

　　　　「洋上救急の概要パンフレット」

((公公益益社社団団法法人人  日日本本水水難難救救済済会会））

　また、洋上救急を円滑に実施するため、作業手順書等を取りまとめた「洋上救急マニュアル」を

く配布し、洋上救急事業の周知を図った。

救急の概要」を作成し、船主・海員団体、代理店、協力医療機関、関係法人、関係官庁などへ幅広

作成し、関係先へ配布したほか、洋上救急体制、同仕組み等の概要を記載したパンフレット「洋上

　さらに、Ｘへの投稿や、メディアを通じた実動及び訓練に関する広報を積極的に実施した。

　なお、令和７年度の洋上救急出動件数は16件（16名）で、昭和60年10月洋上救急制度発足以来の

累計出動件数は1,022件、救助人数1,055名となっている。
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令令和和７７年年度度補補助助事事業業のの概概要要  

（（公公益益財財団団法法人人  海海難難審審判判・・船船舶舶事事故故調調査査協協会会））  

 

１１．．海海難難審審判判等等相相談談事事業業  

  全国９箇所の相談所において、海難審判や運輸安全委員会の事故調査を受ける船員等か

らの一切の相談に、経験豊富な相談員が無料で応じるもの。 

また、事業の周知・啓発のため、ノベルティグッズ（レザー調付箋紙）やチラシを配布

するとともに、国土交通省運輸安全委員会と連携し、ボートフェアやヨットショー来場者

に船舶の安全運航のための情報を提供した。 

 

 

 

 

  

  

２２．．船船舶舶事事故故事事例例調調査査研研究究事事業業  

  一つの船舶事故（海難）について、原因究明や再発防止策等を取りまとめる行政機関及

び司法機関による最終判断を比較整理、研究するもの。 

  本編として５件、二元比較編として 20件を研究し、類似事例、解説などを加え、「船

舶事故事例集（令和７年度版）」として刊行し、船社、海事関係団体、弁護士等に提供し

た。 

 

 

 

 

 

 

 

一つの船舶事故 

  

ノベルティグッズ（レザー調付箋紙） ヨットショーでの周知・啓発活動 

運運輸輸安安全全委委員員会会  

・調査報告書 

・原因と再発防止策 
海海難難審審判判所所  

・裁決書 

・懲戒原因 
裁裁  判判  所所  

・裁決取消訴訟判決書 

・刑事判決書 

・民事和解  等 
＋海難統計  
＋類似事例  
＋解   説  

 
海難事故の相談は無料 

    公益財団法人 
    海難審判・船舶事故調査協会 

https://www.maia.or.jp/ 
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令令和和７７年年度度補補助助事事業業のの概概要要  

((公公益益財財団団法法人人  海海上上保保安安協協会会))  

 

海海上上保保安安活活動動のの普普及及啓啓発発事事業業  

 海上保安庁音楽隊と協働し、音楽隊の地方演奏会、定期演奏会等の演奏活動やインターネット

を活用したオンラインでの定期演奏会のライブ配信、演奏楽曲の配信を通じて、若年層を中心と

した国民各層に対し海事・海上保安の重要性について理解を深めてもらうため、航行の安全確保、

海難防止、海洋環境保全等海上保安活動及び海事思想の普及啓発を図った。 

（（１１））海海上上保保安安庁庁音音楽楽隊隊ココンンササーートト iinn  KKAANNAAZZAAWWAA  KKIIDD’’SS  FFEESS  22002255  

金沢港クルーズターミナル（石川県金沢市）において令和７年９月 23日に開催された次世

代を担う子どもたちを対象としたイベント「KANAZAWA KID’S FES 2025」（来場者８千人）に

海上保安庁音楽隊が参加し、午前、午後の２回、ステージコンサートを開催した。 

   地元の金沢市立港中学校吹奏楽部との総勢 60 人による合同演奏や、中学生とのソロ演奏

を披露し、演奏活動を通じて、同校の生徒や保護者、地元の学校関係者などに海上保安庁を

身近に感じてもらうとともに、海上保安庁 SNSの二次元バーコードや自己救命策の３つの基

本を掲載したプログラムを配布し、海の緊急通報用電話番号「118番」、海難防止や航行の安

全確保等海上保安活動の啓発を図った。また、海上交通の安全を支える「海の管制官」募集

など人材確保に係る活動も合わせて実施した。 

 

  

（（２２））海海ののももししももはは！！ワワククワワクク海海上上保保安安ままつつりりににおおけけるる海海上上保保安安庁庁音音楽楽隊隊ココンンササーートト  

   「海のもしもは！ワクワク海上保安まつり」が令和７年９月 20日、海上保安庁横浜海上防

災基地において開催され、海上保安庁音楽隊が午前、午後の２回、コンサートを開催した。 

【金沢市立港中学校との合同演奏やソロ演奏を実施】 

【「海の管制官」募集など人材募集活動も実施】 

【海上保安庁 SNSを掲載したプログラムを配布】 

- 815 -



寄港中の海上保安大学校練習船「いつくしま」において行われたオープンキャンパスに参

加した若年者とその保護者など来場者 1,900人に、コンサートの司会を務めた若手海上保安

官と音楽隊員が現場での体験談などを交え、海の緊急通報用電話番号「118 番」、海難防止、

航行の安全確保等海上保安活動について分かりやすく周知を行った。 

 

 

 

 

 

 

（（３３））海海上上保保安安庁庁音音楽楽隊隊第第 3311回回定定期期演演奏奏会会  

令和７年 10月 27日、東京芸術劇場（東京都豊島区）において「海上保安庁音楽隊第 31

回定期演奏会」が開催され、各国大使をはじめ約 1,300人を超える来場者やライブ配信の視

聴者に、映画音楽など親しみやすい楽曲の演奏を届けた。 

演奏会場とオンラインを活用し、国民各層に、業務経験のある副隊長らの実演により海上

交通の安全確保を図る「海の管制官」の業務紹介を行うとともに、（公社）日本水難救済会

「青い羽根募金」、（公社）日本海難防止協会「全国海難防止強調運動」と連携した海難防止

の取り組みなど、海上保安活動への理解促進や海事思想の普及を 

図った。 

（（４４））イインンタターーネネッットトをを活活用用ししたた演演奏奏動動画画のの配配信信  

  若年層を中心に、海上保安活動及び海事思想の

普及啓発を図るため、インターネット（海上保安

庁公式 YouTube）を活用し、令和８年１月 23日か

ら２月 27日まで、第 31回定期演奏会で演奏した

楽曲６曲の演奏動画を配信した。 

  配信の周知にあたっては、オンライン（海上保

安庁公式Ｘ）を活用した。 

【海上保安庁公式 YouTube】 

https://www.youtube.com/channel/ 

UC3yxhEkCZKaDa-SdzaWECaQ 

【「いつくしま」接岸岸壁で行われたコンサート】 【音楽隊員らが体験談を交え、海上保安活動を紹介】 

【第 1部クラシカルなステージ】 【「海の管制官」の業務を紹介】 【「青い羽根募金」を実施】 

【演奏動画の配信をＸで周知】 
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